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日
本
は
自
然

災
害
大
国
で
あ

る
こ
と
を
国
家

の
最
大
課
題
に

据
え
る
べ
き
だ
と
何
べ
ん
言

っ
た
ら
い
い
の
か
。
何
べ
ん

で
も
繰
り
返
し
言
う
べ
き
な

の
だ
ろ
う
。

　

最
近
、
近
所
に
「
こ
の
辺

り
海
抜
マ
イ
ナ
ス
０
・
８
㍍
」

と
の
表
示
が
出
だ
し
た
。
気

象
庁
や
自
治
体
の
勧
告
や
命

令
も
酷
い
目
に
遭
っ
た
学
習

効
果
で
進
化
し
つ
つ
あ
る
。

今
年
の
水
害
は
珍
し
く
京
都

を
襲
っ
た
。
報
道
の
度
に
今

の
各
家
庭
に
電
化
製
品
を
始

め
家
財
道
具
が
多
い
の
に
驚

か
さ
れ
る
。
昔
は
ち
ゃ
ぶ
台

と
布
団
く
ら
い
が
主
な
家
財

で
あ
っ
た
。
家
財
を
押
入
れ

の
上
の
段
に
避
難
さ
せ
る
と

被
害
は
畳
だ
け
に
留
ま
っ
た
。

　

今
は
情
報
も
家
財
で
あ

る
。
阪
神
大
震
災
の
時
、
デ

ー
タ
・
デ
ィ
ス
ク
を
紛
失
し

学
会
発
表
を
キ
ャ
ン
セ
ル
し

た
。
人
命
最
優
先
の
緊
急
避

難
で
身
に
付
け
た
技
能
は
残

る
が
、
加
齢
で
劣
化
す
る
。

　

松
尾
芭
蕉
の
庵
な
ん
か
台

風
で
飛
ば
さ
れ
て
も
、
損
失

資
産
は
し
れ
て
い
る
。
名
画

や
骨
董
を
所
持
し
て
た
ら
損

害
額
は
計
り
知
れ
な
い
が
、

生
活
必
需
の
車
や
農
機
具
も

災
害
時
に
役
立
つ
よ
り
負
債

の
重
荷
に
な
っ
て
い
る
。

　紙面へのご意見や感想、投稿記
事などを新聞部までお寄せくださ
い。紙面に掲載させていただいた
場合は、図書カード３千円分を進
呈いたします。
（郵送やファクスで、協会新聞部
までお寄せください）

基基  
軸軸
日
本
の
行
方
と

日
本
の
行
方
と

新新  

福福  

祉祉  

国国  

家家
1313

一
橋
大
学
名
誉
教
授　

渡
辺
治

一
橋
大
学
名
誉
教
授　

渡
辺
治９

条
の
理
念
実
現
す
る
国
家

第
一
歩
は
ア
ジ
ア
の
平
和
保
障

　

私
た
ち
が
め
ざ
す
新
福
祉

国
家
は
、
人
間
ら
し
い
雇
用

・
労
働
条
件
保
障
、
必
要
充

足
・
応
能
負
担
原
則
に
よ
る

社
会
保
障
、
そ
れ
を
支
え
る

財
政
、
そ
し
て
地
域
か
ら
の

経
済
の
再
生
と
と
も
に
、
ア

ジ
ア
と
日
本
の
平
和
を
実
現

す
る
国
家
で
あ
る
。

　

安
倍
政
権
は
、
新
自
由
主

義
・
構
造
改
革
の
再
起
動
と

と
も
に
、
ア
メ
リ
カ
に
追
随

た
「
防
衛
計
画
の
大
綱
」
を

再
改
訂
し
て
、
海
兵
隊
、
敵

基
地
攻
撃
能
力
な
ど
「
戦
争

す
る
軍
隊
」
づ
く
り
に
邁
進

し
よ
う
と
し
て
い
る
。

日
本
へ
の
不
信

　

こ
う
し
た
安
倍
政
権
の
軍

る
。そ
の
た
め
に
は
、日
本
全

土
で
米
軍
の
基
地
を
提
供
し

ア
メ
リ
カ
に
追
随
し
た
自
衛

隊
の
海
外
派
兵
を
促
し
て
い

る
安
保
条
約
の
廃
棄
、
さ
ら

に
は
自
衛
隊
の
縮
小
・
廃
止

に
向
か
わ
ね
ば
な
ら
な
い
。

　

し
か
し
、
北
朝
鮮
が
核
兵

中
で
、安
保
の
廃
棄
、自
衛
隊

の
縮
小
は
国
民
の
納
得
も
得

ら
れ
な
い
。
逆
に
、
韓
国
、

中
国
は
じ
め
ア
ジ
ア
諸
国
で

は
、
侵
略
と
植
民
地
支
配
を

あ
い
ま
い
に
し
、
改
憲
・
軍

事
大
国
化
を
追
求
す
る
日
本

に
対
す
る
不
信
は
強
い
。

９
条
の
堅
持
、
過
去
の
侵
略

・
植
民
地
支
配
の
反
省
を
宣

言
す
る
。第
２
、日
本
の
イ
ニ

シ
ア
テ
ィ
ブ
で
、
中
国
や
韓

国
、
北
朝
鮮
と
一
切
の
紛
争

に
武
力
を
使
用
し
な
い
協
定

を
結
ぶ
。第
３
に
、６
カ
国
協

議
を
活
用
し
な
が
ら
、
核
不

事
大
国
化
に
反
対
す
る
国
民

的
共
同
を
つ
く
り
、
改
憲
を

阻
む
中
か
ら
、
新
福
祉
国
家

へ
の
道
を
開
く
こ
と
が
で
き

る
。
新
福
祉
国
家
は
、
戦
争

を
放
棄
し
軍
隊
を
も
た
な
い

と
謳
っ
た
憲
法
第
９
条
の
理

念
を
実
現
す
る
国
家
で
あ

器
や
弾
道
ミ
サ
イ
ル
を
開
発

し
、
中
国
も
周
辺
国
に
軍
事

的
、
政
治
的
威
嚇
を
強
め
て

い
る
下
で
、
安
保
を
廃
棄
し

て
日
本
の
平
和
を
守
れ
る
の

か
、
と
い
う
不
安
は
根
強

い
。
ア
ジ
ア
で
軍
拡
が
進
み

干
渉
や
紛
争
が
続
い
て
い
る

軍
備
の
削
減
へ

　

９
条
の
理
念
を
実
現
す
る

た
め
に
は
、
ア
ジ
ア
の
軍
拡

と
戦
争
を
と
め
ね
ば
な
ら
な

い
。
新
福
祉
国
家
の
第
一
歩

は
そ
こ
か
ら
始
ま
る
。第
１
、

日
本
は
ア
ジ
ア
各
国
に
憲
法

使
用
、核
の
軍
縮
、廃
棄
条
約

を
取
り
結
び
、
そ
の
一
環
と

し
て
北
朝
鮮
の
核
廃
絶
も
実

行
す
る
。そ
れ
と
並
行
し
て
、

第
４
に
、
６
カ
国
の
間
で
通

常
軍
備
削
減
条
約
を
取
り
結

び
、そ
の
一
環
と
し
て
、各
国

の
軍
事
同
盟
条
約
の
、
友
好

条
約
へ
の
改
組
を
は
か
る
。

第
５
に
、
こ
う
し
た
東
ア
ジ

ア
レ
ベ
ル
の
平
和
保
障
は
、

こ
の
地
域
の
多
国
籍
企
業
の

活
動
を
規
制
し
、
各
国
の
農

業
・
地
域
経
済
の
存
続
、雇
用

・
社
会
保
障
の
充
実
、
地
域

経
済
圏
の
発
展
と
並
行
し
て

進
め
ら
れ
ね
ば
な
ら
な
い
。

　

こ
う
し
た
、
平
和
な
ア
ジ

ア
と
地
域
こ
そ
、
新
福
祉
国

家
日
本
の
実
現
の
条
件
と
基

盤
を
な
す
も
の
だ
。

 

（
お
わ
り
）

し
て
世
界
に
軍

隊
を
派
兵
で
き

る
よ
う
、
解
釈

改
憲
で
集
団
的

自
衛
権
の
容
認

を
は
か
り
、
ま

首相 消費税８％表明
協
会
、増
税
撤
回
求
め
運
動
強
め
る

　

安
倍
首
相
は
１
日
、
消
費
税
率
を
２
０
１
４

年
４
月
に
８
％
へ
引
き
上
げ
る
こ
と
を
表
明
し

た
。
増
税
額
は
年
間
約
８
兆
円
に
達
す
る
見
込

み
で
、
す
で
に
実
施
・
予
定
さ
れ
て
い
る
社
会

保
障
の
切
り
捨
て
と
合
わ
せ
る
と
過
去
に
例
の

な
い
20
兆
円
も
の
莫
大
な
負
担
を
国
民
に
強
い

る
。
景
気
の
失
速
は
避
け
ら
れ
ず
、
庶
民
生
活

に
と
っ
て
も
、
医
院
経
営
に
と
っ
て
も
死
活
問

題
と
な
り
か
ね
な
い
。
一
方
で
、
安
倍
首
相
は

「
増
収
分
は
全
額
、
社
会
保
障
に
充
て
る
」
と

し
た
自
身
の
発
言
を
反
故
に
し
、
消
費
税
率
２

％
分
に
相
当
す
る
５
兆
円
を
公
共
事
業
や
法
人

税
減
税
な
ど
、
財
界
・
大
企
業
に
ば
ら
ま
く
こ

と
を
明
ら
か
に
し
た
。
公
約
違
反
に
国
民
か
ら

強
い
反
発
が
巻
き
起
こ
っ
て
い
る
。

未曽有の負担増20兆円

　

政
府
の
指
標
で
は
、
雇
用

や
賃
金
は
軒
並
み
悪
化
し
て

お
り
、
国
民
生
活
は
景
気
回

復
か
ら
か
け
離
れ
た
状
況
に

あ
る
。

　

今
回
の
増
税
は
、
社
会
保

て
い
る
。

　

朝
日
新
聞
の
世
論
調
査
で

は
、
増
税
に
「
反
対
」が「
賛

成
」
を
上
回
っ
て
い
る
。
選

挙
で
国
民
に
問
う
べ
き
だ
。

　

消
費
税
増
税
法
は
、
自
民

・
公
明
・
民
主
の
３
党
合
意

に
基
づ
き
、
２
０
１
２
年
８

月
に
成
立
し
た
。
政
府
は

「
社
会
保
障
の
充
実
」
を
売

り
文
句
に
、
当
時
の
野
田
首

相
も
、
現
在
の
安
倍
首
相
も

「
全
額
、
社
会
保
障
に
充
て

る
」
こ
と
を
約
束
。
国
民
に

理
解
を
求
め
て
い
た
。

　

し
か
し
、
政
府
が
進
め
る

社
会
保
障
「
改
革
」
で
は
、

高
齢
者
の
窓
口
負
担
増
や
介

護
保
険
の
縮
小
、
年
金
支
給

開
始
年
齢
の
延
長
な
ど
、
負

担
増
の
論
議
ば
か
り
が
先

行
。
加
え
て
消
費
税
増
税
と

な
る
と
、
総
額
20
兆
円
も
の

未
曽
有
の
〝
痛
み
〞
を
国
民

に
押
し
付
け
る
こ
と
に
な

る
。
国
内
総
生
産
（
Ｇ
Ｄ

Ｐ
）
の
６
割
を
占
め
る
家
計

消
費
に
深
刻
な
影
響
を
及
ぼ

す
こ
と
は
避
け
ら
れ
な
い
見

通
し
だ
。

　

そ
の
一
方
で
、
安
倍
首
相

は
「
経
済
対
策
」
と
称
し
て

自
民
党
の
有
力
な
支
持
団
体

で
あ
る
財
界
や
大
企
業
に
巨

額
の
予
算
を
ば
ら
ま
く
。
公

共
事
業
や
法
人
税
減
税
、
設

備
投
資
減
税
な
ど
、
そ
の
財

政
規
模
は
増
税
分
の
６
割
以

上
に
あ
た
る
５
兆
円
に
及

ぶ
。
国
民
に
だ
け
負
担
を
強

要
し
、
吸
い
上
げ
た
税
金
で

財
界
・
大
企
業
に
は
手
厚
い

既
得
権
益
を
保
障
す
る
偏
っ

た
政
策
に
な
っ
て
い
る
。

　

「
福
祉
の
た
め
」
と
し
て

１
９
８
９
年
に
消
費
税
を
導

入
し
て
か
ら
２
０
１
０
年
ま

で
に
、
消
費
税
収
は
２
２
４

兆
円
に
上
る
。
同
時
期
に
法

人
税
は
２
０
８
兆
円
も
減
税

景
気
回
復
に
も
財
政
再
建
に

も
一
切
つ
な
が
っ
て
い
な

い
。
経
済
・
財
政
政
策
の
根

本
が
問
わ
れ
て
い
る
。

　

今
後
、
秋
の
臨
時
国
会
と

通
常
国
会
で
の
審
議
を
経

て
、
消
費
税
増
税
が
実
施
さ

れ
る
こ
と
に
な
る
。
協
会

は
、
増
税
撤
回
を
求
め
て
、

政
府
・
国
会
議
員
に
働
き
か

け
を
強
め
て
い
く
こ
と
に
し

て
い
る
。

さ
れ
た
。
消
費

税
収
が
法
人
税

減
税
に
消
え
、

社
会
保
障
は
改

悪
に
次
ぐ
改
悪

が
繰
り
返
さ
れ

て
き
た
。
し
か

も
、
巨
額
の
法

人
税
減
税
は
２

６
７
兆
円
（
11

年
）
も
の
内
部

留
保
を
生
み
出

し
た
だ
け
で
、

障
の
切
り
下
げ
が
セ
ッ
ト
で

実
施
さ
れ
る
。
何
よ
り
心
配

な
の
は
患
者
の
受
診
抑
制
・

治
療
中
断
だ
。
歯
科
で
は
そ

の
傾
向
が
顕
著
で
あ
り
、
早

期
治
療
を
阻
害
し
健
康
悪
化

を
招
く
。

　

日
本
歯
科
医
師
会
の
試
算

で
は
、
平
均
的
な
診
療
所
で

年
間
72
万
円
の
損
税
が
発
生

し
て
お
り
、
８
％
で
は
１
１

５
万
円
に
な
る
。
医
院
経
営

が
困
難
に
な
る
こ
と
は
明
ら

か
だ
。

　

厚
労
省
は
「
診
療
報
酬
に

上
乗
せ
す
る
」
と
し
て
い
る

が
、
１
９
９
７
年
の
増
税
時

に
は
歯
科
医
療
行
為
の
７
区

分
33
項
目
に
上
乗
せ
し
た
に

過
ぎ
な
い
。
そ
の
後
の
改
定

で
包
括
や
減
点
、
廃
止
な
ど

形
骸
化
し
た
も
の
も
あ
る
。

マ
イ
ナ
ス
改
定
を
考
慮
す
れ

ば
消
費
税
補
填
分
は
消
滅
し

増
税
は
中
止
す
べ
き

冨
本
昌
之
経
税
部
長
の
話

社会保障をめぐる主な負担増
項　目 実施時期 負担増の金額

消費税率を５％→８％ 2014年４月 ８兆１千億

消費税率を８％→10％ 2015年10月 ５兆４千億

年金保険料引き上げ 2012～15年 ２兆４千億

年金減額 2012～15年 ２兆

70～74歳の窓口負担増 2014～18年 ６千億

復興増税
（所得税・住民税） 2013～14年 ４千億

子ども手当て削減 2012年 ４千億

年少扶養控除廃止など 2012年 ４千億

年金支給開始年齢の引
き上げ 未定 １歳引き上げ

で５千億

合計20兆円程度の負担増

ご案内

“命を守る”保険で良い歯科医療の“命を守る”保険で良い歯科医療の
実現を求める10・27歯科決起集会実現を求める10・27歯科決起集会
日時　10月27日（日）11：00～15：30
場所　東京・ニューピアホール
　　　（「浜松町」駅から徒歩７分）
内容　◇11：00～12：00
　　　　有楽町マリオン前で街頭宣伝
　　　◇13：30～15：30　決起集会
主催　同集会実行委員会
※ 会員・家族・スタッフの参加可。交通費・食費などを支給
※お申し込みは協会事務局（TEL 06-6568-7731）まで


